
〆≠●0 
00_0311101102206.doc 
住商情報システム㈱様 招集 10/05/17 6:08印刷 1/4 
 

（  1  ） 

(証券コード9719) 
平成22年６月10日 

株 主 各 位 
 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 
 

住商情報システム株式会社 
 

代表取締役会長兼社長 中井戸 信英 

 

定時株主総会招集通知書 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

さて、下記により当社平成22年３月期定時株主総会を開催いたしますので、

ご出席くださいますようご案内申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、同封の議決権行使書用紙に賛否をご

表示のうえご返送いただくか、議決権行使書用紙に記載の当社議決権行使

サイトにアクセスしインターネットによりご行使いただくか、いずれかの

方法により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株

主総会参考書類をご検討いただき、平成22年６月24日（木曜日）午後６時

までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます｡ 

敬具 

記 
 
1. 日 時 平成22年６月25日（金曜日）午前10時 

2. 場 所 東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランド トリトンスクエア オフィスタワーＺ８階 当社会議室

(末尾ご案内略図ご参照) 

3. 会議の目的事項 

 報告事項１  平成22年３月期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監

査結果報告の件 

 報告事項２  平成22年３月期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計算

書類報告の件 
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 決議事項   

 第１号議案  定款一部変更の件 

 第２号議案  取締役11名選任の件 

 第３号議案  監査役３名選任の件 

 第４号議案  当社取締役及び執行役員に対しストックオプションとして新株予

約権を発行する件 

 第５号議案  当社取締役及び執行役員に対し株式報酬型ストックオプションと

して新株予約権を発行する件  
4. 議決権行使についてのご案内 

 ①郵送による議決権行使の場合 

 同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成22年６月24日（木曜日）

午後６時までに到着するようご返送ください。 

 ②インターネットによる議決権行使の場合 

 インターネットにより議決権を行使される場合には、次頁の【インターネットに

より議決権を行使される場合のお手続について】をご高覧のうえ、平成22年６月

24日（木曜日）午後６時までにご行使ください。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 1. 当日ご出席の方は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。 
    2. 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、

株主総会の前日までに修正すべき事情が生じた場合には、書面による郵送
又は当社ホームページ（http://www.scs.co.jp/）において、掲載すること
によりお知らせいたしますので、あらかじめご了承ください｡ 
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【インターネットにより議決権を行使される場合のお手続について】 
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご了承のう

え、行使していただきますようお願い申し上げます。 

 

記 
 
1. インターネットによる議決権行使は、会社の指定する以下の議決権行

使サイトをご利用いただくことによってのみ可能です。なお、携帯電

話を用いたインターネットでもご利用することが可能です。 
 

 
【議決権行使サイトURL】  http://www.webdk.net 

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコー
ド」を読み取り、議決権行使サイトに接続することも可能で
す。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちの携帯電話の
取扱説明書をご確認ください。 

  
 

2. インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使

書用紙に記載の議決権行使コード及びパスワードをご利用のうえ、画

面の案内にしたがって議案の賛否をご登録ください。 

 

3. インターネットによる議決権行使は、平成22年６月24日（木曜日）午

後６時まで受付いたしますが、議決権行使結果の集計の都合上、お早

めに行使されるようお願いいたします。 

 

4. 書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、イ

ンターネットによるものを議決権行使として取り扱わせていただきま

す。 

 

5. インターネットによって複数回数にわたり議決権を行使された場合は、

最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただき

ます。 

 

6. 議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び

通信事業者への通信料金（電話料金等）は株主様のご負担となります。 
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【インターネットによる議決権行使のためのシステム環境について】 
議決権行使サイトをご利用いただくためには、次のシステム環境が必要で

す。 

①インターネットにアクセスできること。 

②パソコンを用いて議決権行使される場合は、インターネット閲覧（ブ

ラウザ）ソフトウェアとして、MicrosoftⓇ Internet Explorer 6.0以

上を使用できること。 

 ハードウェアの環境として、上記インターネット閲覧（ブラウザ）ソ

フトウェアを使用することができること。 

③携帯電話を用いて議決権行使される場合は、使用する機種が、

128bitSSL通信（暗号化通信）が可能な機種であること。 

（セキュリティ確保のため、128bitSSL通信（暗号化通信）が可能な

機種のみ対応しておりますので、一部の機種ではご利用できませ

ん｡） 

 

（Microsoftは、米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国に

おける登録商標です｡） 

 

【インターネットによる議決権行使に関するお問合せ】 
インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以

下にお問い合せくださいますようお願い申し上げます。 

株主名簿管理人 住友信託銀行 証券代行部 
【専用ダイヤル】  0120-186-417（24時間受付） 
＜その他のご照会＞  0120-176-417（平日午前９時～午後５時) 
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(提供書面) 
 

平成22年３月期(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)事業報告 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 1-1. 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、内外の各種経済対策の効果もあり、景

気に持ち直しの動きが見られました。しかしながら、国内民間需要の自律的な回

復力はなお弱く、雇用情勢についても完全失業率が高水準で推移するなど厳しい

状況が続きました。 

在庫調整の進捗やアジアを中心とする新興国経済の回復などを背景に、輸出や

生産は増加基調に転じました。また、企業収益についても持ち直しの動きが見ら

れ、企業の業況感は製造業大企業を中心に改善傾向にありました。しかしながら、

その一方で中小企業における業況認識には依然として慎重な見方が強く、設備投

資についても、下げ止まりつつはあるものの、設備過剰感が依然として高く、年

度を通じて低調な推移を示しました。 

 

当業界を取り巻く経営環境としては、当連結会計年度において日本企業のソフ

トウェア投資は大きく減少する傾向にありました。各企業は個々のIT投資につい

てその必要性・妥当性を厳しく評価・検討する姿勢を強め、投資対象を、新規需

要を獲得できる戦略的投資、あるいはコスト削減などの費用対効果が明確に認め

られる投資に限定するなど、今までにも増してIT投資の選別が行われました。こ

のような企業側の姿勢により、案件数の減少、案件規模の縮小などの傾向が強ま

っており、当業界の競争環境は大変厳しいものでありました。 

一方、中長期的な事業展開・企業成長に向けてのIT投資の戦略的重要性は企業

経営者に強く意識されるところであり、大企業を中心とした研究開発分野へのIT

投資、また、企業グループの経営効率化あるいは企業再編に伴う経営基盤強化を

目的とした基幹系システム更新関連のIT投資は比較的堅調に推移しました。 
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こうした状況下、当連結会計年度においては事業基盤・経営基盤の強化に向け

た以下の施策に取り組んでまいりました。 

 

・事業の選択と集中を推進し、特に事業子会社において不採算事業の整理・撤

退を含む事業の収益性の改善・強化に取り組み、グループとしての総合事業

基盤を強化してまいりました。 

・グローバルサービスの強化を推進し、海外拠点の強化を含む顧客に対しての

グローバルサポート体制の強化に取り組んでまいりました。 

・ パッケージソフト事業の拡充を意図し、当社独自のERPパッケージソフトで

ある「ProActive」において、販売管理モジュールの機能強化及びマーケテ

ィング施策の推進等同事業の強化拡充に注力してまいりました。 

・ 既存顧客、中でも内需関連企業他の当連結会計年度における重点顧客とのよ

り一層の取引深耕を図ってまいりました。 

・ソフトウェア受託開発ビジネスにおける委託業務を中心に、オフショアを含

むグループ内の内製化を推進し、生産性の改善及び業務委託支出の効率化に

注力してまいりました。また、ソフト開発における品質の向上及び開発プロ

セスの効率化を図り、システム構築のための自社標準プロセスの継続的な見

直しを実施してまいりました。 

・内部統制のさらなる強化、情報セキュリティの高度化に向けたオペレーショ

ンの見直しを遂行してまいりました。特に、全ての業務処理にかかる効率性

向上を実現するための当社の基幹系システムの全面的再構築に向けて、準備

を進めてまいりました。 

 

以上の施策をもとに、当社グループの当連結会計年度の連結業績につきまして

は、流通業向け売上が増加したものの、輸出関連の製造業向け並びに証券業を含

む金融業向け売上の減少や、ネットワーク関連のハードウェア販売の減少等があ

り、売上高は前期比5.2％減の127,317百万円となりました。利益面においては、

上記の各産業向けビジネスの落ち込みに伴う減益等により、経常利益は前期比

24.5％減の7,188百万円となりました。当期純利益は、連結子会社の整理にかか

る特別損失や関連するのれん・ソフトウェアにかかる評価損計上等もあり、前期

比18.2％減の3,242百万円となりました。 
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なお、当連結会計年度における当社グループのソリューションごとの売上実績

は次のとおりであります。 

 

前連結会計年度 
自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

当連結会計年度 
自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

前  期  比 
ソリューション名称 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

業務系ソリューション 66,968 49.9 62,329 49.0 △4,639 △6.9 

ERPソリューション 16,440 12.2 14,850 11.7 △1,589 △9.7 

プラットフォーム 
ソリューション 

50,854 37.9 50,137 39.3 △717 △1.4 

合 計 134,263 100.0 127,317 100.0 △6,946 △5.2 

 

(業務系ソリューション) 

業務系ソリューションについては、流通業及び通信・運輸業向け等の売上が増加

したものの、製造業及び証券業を含む金融業向け等の売上が減少したことにより、

また、前連結会計年度における子会社吸収合併時の会計処理上の加算にかかる反動

減等もあり、前期比6.9％減の62,329百万円となりました。 

 

(ERPソリューション) 

ERPソリューションについては、製造業及び金融業向け等の売上が増加したもの

の、流通業向け等の売上が減少したことにより、前期比9.7％減の14,850百万円と

なりました。 

 

(プラットフォームソリューション) 

プラットフォームソリューションについては、流通業向け売上が増加したものの、

通信業向け等の売上が減少したことにより、前期比1.4％減の50,137百万円となり

ました。 
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また、当連結会計年度における売上高実績をソフトウェア開発・情報処理・シス

テム販売に分類すると次のとおりであります。 

 

前連結会計年度 
自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

当連結会計年度 
自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

前  期  比 
売上区分名称

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

ソフトウェア開発 49,182 36.6 43,376 34.1 △5,805 △11.8 

情 報 処 理 35,702 26.6 36,083 28.3 381 1.1 

システム販売 49,379 36.8 47,856 37.6 △1,522 △3.1 

合 計 134,263 100.0 127,317 100.0 △6,946 △5.2 

 

(ソフトウェア開発) 

ソフトウェア開発については、通信・運輸業向け等の売上が増加したものの、製

造業及び証券業を含む金融業向け等の売上が減少したことにより、前期比11.8％減

の43,376百万円となりました。 

 

(情報処理) 

情報処理については、製造業向け等の売上の減少や、前連結会計年度における子

会社吸収合併時の会計処理上の加算にかかる反動減があったものの、流通業向け等

の売上の増加により、前期比1.1％増の36,083百万円となりました。 

 

(システム販売) 

システム販売については、流通業向け等の売上の増加があったものの、製造業及

び通信業向け売上の減少や、前連結会計年度における学術向け売上の反動減等によ

り、前期比3.1％減の47,856百万円となりました。 
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 1-2. 資金調達等についての状況 

（1）他の会社の事業の譲受け 

 平成21年９月１日付にて、当社連結子会社であるエンプレックス株式会社から

同社が行う事業の全てを譲り受けました。なお、同社は平成21年８月31日付で

解散しました。 

 

（2）吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継 

 平成21年４月１日付の吸収分割により当社連結子会社であるSCSソリューショ

ンズ株式会社の一部の事業を承継しました。 

 

（3）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 

・平成21年12月22日付にて、当社の持分法適用関連会社の株式会社コンポーネン

トスクエアが清算結了したことにより関連会社に該当しなくなったため、持分

法適用関連会社から除外しました。 

・平成21年12月31日付にて、当社連結子会社Sumisho Computer Systems(USA), 

Inc.が同社子会社であるB4 Consulting,Inc.の株式を売却したことにより連結

の範囲から除外しました。 
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 1-3. 財産及び損益の状況 

  (1）企業集団の財産及び損益の状況 
 

区    分 
平成19年３月期 
(18/４～19/３)

平成20年３月期 
(19/４～20/３)

平成21年３月期 
(20/４～21/３)

平成22年３月期  
(21/４～22/３) 

売 上 高（百万円) 137,344 137,199 134,263 127,317 

経 常 利 益（百万円) 8,892 10,548 9,523 7,188 

当期純利益（百万円) 4,377 5,415 3,961 3,242 

１株当たり当期純利益(円) 80.91 102.52 78.10 64.90 

総 資 産（百万円) 116,218 117,099 114,210 117,545 

純 資 産（百万円) 91,254 90,323 89,946 92,683 

１株当たり純資産(円) 1,712.27 1,747.05 1,794.31 1,847.95 
 
(注) １株当たり当期純利益は期中平均株式数により、また１株当たり純資産は期末発行済株

式数 (自己株式を除く) により計算しております。 

 

  (2）当社の財産及び損益の状況 
 

区    分 
平成19年３月期 
(18/４～19/３)

平成20年３月期 
(19/４～20/３)

平成21年３月期 
(20/４～21/３)

平成22年３月期  
(21/４～22/３) 

売 上 高（百万円) 130,632 129,557 127,189 122,724 

経 常 利 益（百万円) 8,139 9,896 9,625 7,963 

当期純利益（百万円) 4,137 5,015 4,184 4,265 

１株当たり当期純利益(円) 76.47 94.95 82.23 84.98 

総 資 産（百万円) 113,361 112,148 111,613 117,210 

純 資 産（百万円) 89,791 88,157 89,392 93,141 

１株当たり純資産(円) 1,691.21 1,717.49 1,779.05 1,852.55 
 
(注) １株当たり当期純利益は期中平均株式数により、また１株当たり純資産は期末発行済株

式数 (自己株式を除く) により計算しております。 
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 1-4. 対処すべき課題 

今後の当社グループを取り巻く経営環境を展望しますと、世界の金融資本市場危機

を契機とする世界経済悪化や外国為替市場・商品市場の大幅な変動等は、景気動向に

多大な影響を与えております。このような状況に加え、アジアを中心とした新興国市

場の台頭などもあり、世界経済の構造変化が起こりつつあると考えられます。この経

済構造の大きな変化に直面する顧客企業においては、事業モデルの再構築が必要とさ

れるとともに、IT投資が当該事業再構築のために も重要な事業活動の一つと位置付

けられると考えられます。一方、IT投資についてはその価値認識が高まるがゆえに、

顧客企業において企業価値向上の観点からIT投資を吟味し、より選別的に投資の可否

判断を行う傾向が今後強まるものと考えられます。また、クラウドコンピューティン

グに代表される「ITのサービス化」の進展に伴い、今後は高品質なITソリューション

を 適な形態で提供していく必要があると考えられます。 

こうした状況下、人材力と技術力をベースに、顧客企業の事業価値向上に繋がる高

品質のITサービスを提供し、新たなビジネスバリューを顧客企業と共に創り上げてい

くこと、そして、これらの顧客企業の強固な事業パートナーとしての立ち位置を確保

することが経営戦略上重要であり、また、この立ち位置をもって当社の中期的な企業

成長を推進することが当社の課題と認識しております。 

具体的には、①顧客企業と共に行う新たな事業価値創造を可能とする当社の事業・

収益基盤の強化・拡大、②サービス品質のより一層の向上、また、③これらを支える

人材力と技術力の向上を経営課題と捉えた上で、各々の課題解決に向け各種の経営施

策を遂行する所存であります。 

①事業基盤拡充策 

事業の選択と集中をより一層強化し、重点取り組み分野や新規分野へと経営資源を

再配分することで事業基盤の強化拡充を図り、当社の提供するITサービスの価値向上

と新規ITサービスの開拓を図ってまいります。 

②サービス品質向上策 

受託開発型からサービス型への環境変化を見据え、品質管理の高度化や新たな技術

標準の確立をテーマに、専門部署の設置等を検討し、品質向上策を実行してまいりま

す。 

③人材力・技術力向上策 

当社の事業基盤の根幹を成す人材力と技術力につきましては、人材開発専門部署の

設置等を通じて、高度IT人材、グローバル人材の育成等をテーマに、諸施策を検討・

実行してまいります。加えて、平成22年秋に予定している本社移転を含め、従業員に
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とって真に働きやすい職場環境の整備に引続き取り組んでまいります。 

これらの事業施策の遂行と同時に、当社グループ全体の内部統制・リスク管理、コ

ンプライアンス、セキュリティ管理をはじめとする社内管理体制の整備につきまして

は、従来同様更なる強化を図ってまいります。 

以上の経営施策について当社グループとしてスピード感をもって推進するとともに、

戦略的事業提携並びに同投資の推進にも注力し、当社グループの中期的成長軌道を確

固たるものにしてまいります。 

 

 1-5. 主要な事業内容 

業務系ソリューション、ERPソリューション及びプラットフォームソリューション。 

 



〆≠●0 
01_0311101102206.doc 
住商情報システム㈱様 招集 10/05/19 16:26印刷 9/27 
 

（  13 ） 

 1-6. 主要拠点等 

(1）主要な営業所 
 

当社 

本社：東京都中央区 
支社・支店：大阪府豊中市、愛知県名古
屋市、福岡県福岡市、広島県広島市 
データセンター：東京都江東区、東京都
江戸川区、大阪府大阪市 

Sumisho Computer Systems(USA),Inc. 米国 ニューヨーク州、テキサス州 

SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD. 英国 ロンドン 

Curl,Incorporated 米国 マサチューセッツ州 

株式会社カール 東京都中央区 

ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン株
式会社 

東京都中央区 

SCSソリューションズ株式会社 宮崎県宮崎市 

SCSビジネスサポート株式会社 東京都江東区 

朝日アイティソリューション株式会社 東京都中央区 

住商信息系統（上海）有限公司 中国 上海 

住商信息系統（大連）有限公司 中国 大連 

株式会社アライドエンジニアリング 東京都港区 

Sumisho Computer Systems(Asia Pacific) 
Pte.Ltd. 

シンガポール 

元普信息技術（上海）有限公司 中国 上海 

 

(2）使用人の状況 

 ① 企業集団の使用人 
 

使 用 人 数 対 前 期 末 増 減

3,480名 65名増 

 

 ② 当社の使用人 
 

使 用 人 数 対 前 期 末 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

3,194名 402名増 37歳６ヵ月 10年６ヵ月 
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 1-7. 重要な親会社及び子会社の状況 

(1）親会社の状況 

 当社の親会社は住友商事株式会社であり、当期末において同社は当社の株式を

30,254千株（出資比率55.73％）保有しております。当社は親会社へ主としてソ

フトウェア開発、情報処理、ハードウェアやソフトウェア等の販売を行うととも

に、親会社からソフトウェア等の仕入を行っております。 
 

(2) 子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 

Sumisho Computer 
Systems(USA),Inc.

US$10,300千 100.00
％ ソフトウェア開発 

及び情報処理 
SUMISHO COMPUTER 

SYSTEMS(EUROPE)LTD.
Stg￡1,400千 100.00

ソフトウェア開発 
及び情報処理 

Curl,Incorporated US$2,000千 100.00
ソフトウェア開発 
(開発言語｢Curl｣
の研究・開発) 

株 式 会 社 カ ー ル 10百万円 100.00
システム販売 
(開発言語｢Curl｣
の販売) 

ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン株式会社 194百万円 71.65
ソフトウェア開発 
(オープンソースソフトウ
ェアコンサルティング） 

SCSソリューションズ株式会社 50百万円 100.00 ソフトウェア開発 

S C Sビジネスサポート株式会社 10百万円 100.00
当社の管理業務受
託及びサプライ品
の販売業務等 

朝日アイティソリューション株式会社 50百万円 100.00 システムコンサルティング 

住商信息系統（上海）有限公司 US$500千 100.00 情報処理 

住商信息系統（大連）有限公司
人民元 

11,140千
100.00 ソフトウェア開発 

株式会社アライドエンジニアリング 242百万円 90.00
構造解析ソフトウ
ェアの開発・販売 

Sumisho Computer Systems 
(Asia Pacific)Pte.Ltd.

200百万円 100.00
ソフトウェア開発
及び情報処理 

元普信息技術（上海）有限公司
人民元 

6,473千
100.00

ソフトウェア開発
及び情報処理 
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(注) 1. 平成21年４月１日付の吸収分割により、当社連結子会社であるSCSソリューションズ

株式会社の南九州事業所におけるソフトウェア受託開発事業を除く既存事業を当社が

承継しました。 

2. 平成21年９月１日付にて当社連結子会社であるエンプレックス株式会社から同社が行

う事業の全てを譲り受けました。なお、同社は平成21年８月31日付で解散したことに

より、除外しました。 

3. 平成21年12月22日付にて株式会社コンポーネントスクエアが清算結了したことにより

関連会社に該当しなくなったため、除外しました。 

4. 平成21年12月31日付にて当社連結子会社Sumisho Computer Systems(USA),Inc.が同社

の子会社であるB4 Consulting,Inc.の株式を売却したことにより、連結の範囲から除

外しました。 

 

 1-8. 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第459条第１項）

があるときの権限の行使に関する方針 

当社は、株主の皆様への利益還元につきまして、連結ベースの財務状況、収益動向

及び配当性向等を総合的に勘案しつつ、安定的な配当に努めていくことを基本方針と

しております。 

なお、当社は、現時点におきましては、当社の属する情報サービス産業の急速な技

術革新動向及び市場構造変化を鑑み、事業・収益基盤の更なる強化拡充を目的とする

他社との資本・業務提携、企業買収及び当社の研究開発・設備増強等に備えるための

内部留保を充実することも、当社企業価値の向上に重要な事項と考えております。 

当社は、中間配当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針

としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、中間配当及び期末配当ともに

取締役会であります。 

また、自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する利益還元のひとつと考

えており、株価の動向や財務・収益の状況等を勘案しつつ、対応していく考えであり

ます。 

 

 1-9. その他株式会社の現況に関する重要な事項 

当社は、平成22年４月１日付にて、当社連結子会社であるSCSビジネスサポート株

式会社を吸収合併しました。 

当社は、平成22年４月28日付開催の当社取締役会にて、当社連結子会社である株式

会社カールを、平成22年６月１日付にて吸収合併することを決議しました。 

当社連結子会社である朝日アイティソリューション株式会社は、平成22年４月30日

をもって解散しました。 
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2. 株式に関する事項 

2-1. 発行可能株式総数 200,000,000株  

2-2. 発行済株式の総数 50,197,656株 (自己株式 4,093,791株を除く) 

2-3. 当事業年度末の株主数 8,867名  

 2-4. 上位10名の株主 
  

株    主    名 持  株  数 持株比率 

株 ％ 
住 友 商 事 株 式 会 社 30,254,359 60.27 

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 

1,495,600 2.98 

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 

1,023,300 2.04 

株 式 会 社 ア ル ゴ グ ラ フ ィ ッ ク ス 1,015,500 2.02 

住 商 情 報 シ ス テ ム 従 業 員 持 株 会 922,074 1.84 

ＨＳＢＣ ＢＡＮＫ ＰＬＣ － ＣＬＩＥＮＴＳ 
Ｕ Ｋ  Ｔ Ａ Ｘ  Ｔ Ｒ Ｅ Ａ Ｔ Ｙ 

574,700 1.14 

Ｎ Ｉ Ｐ Ｐ Ｏ Ｎ Ｖ Ｅ Ｓ Ｔ 515,000 1.03 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 
Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ  Ｃ Ｏ Ｍ Ｐ Ａ Ｎ Ｙ 

500,000 1.00 

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） 
ＳＵＢ Ａ／Ｃ ＢＲＩＴＩＳＨ ＣＬＩＥＮＴＳ 

425,200 0.85 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 323,296 0.64 

 
(注) 当社は、自己株式4,093,791株を保有しておりますが、上記上位10名の株主から除いてお

ります。また、持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除して計算しておりま

す。 
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3. 新株予約権等に関する重要な事項 

 3-1. 事業年度末日において当社役員が有する新株予約権に関する事項 

(1) 第１回新株予約権に関する事項（平成19年７月27日発行） 

 ① 当社役員の保有状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

取締役 
(社外取締役及び 
非常勤取締役を除く) 

７名 145個 普通株式14,500株 

 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、執行役員（取締役を除く）９名が135個の新株予約権を保有しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり2,461円

 

④ 行使期間          平成21年７月１日から平成24年６月30日まで 

 

(2) 第２回新株予約権（株式報酬型）に関する事項（平成19年７月27日発行） 

 ① 当社役員の保有状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

取締役 
(社外取締役及び 
非常勤取締役を除く) 

７名 50個 普通株式5,000株 

 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、執行役員（取締役を除く）９名が54個の新株予約権を保有しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり１円

 

④ 行使期間          平成19年７月28日から平成39年７月26日まで 
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(3) 第３回新株予約権に関する事項（平成20年７月29日発行） 

 ① 当社役員の保有状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

取締役 
(社外取締役及び 
非常勤取締役を除く) 

７名 175個 普通株式17,500株 

 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、執行役員（取締役を除く）10名が165個の新株予約権を保有しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり1,964円

 

④ 行使期間          平成22年７月１日から平成25年６月30日まで 

 

(4) 第４回新株予約権（株式報酬型）に関する事項（平成20年７月29日発行） 

 ① 当社役員の保有状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

取締役 
(社外取締役及び 
非常勤取締役を除く) 

７名 88個 普通株式8,800株 

 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、執行役員（取締役を除く）９名が80個の新株予約権を保有しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり１円

 

④ 行使期間          平成20年７月30日から平成40年７月28日まで 
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(5) 第５回新株予約権に関する事項（平成21年７月30日発行） 

 ① 当社役員の保有状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

取締役 
(社外取締役及び 
非常勤取締役を除く) 

９名 280個 普通株式28,000株 

 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、執行役員（取締役を除く）17名が255個の新株予約権を保有しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり1,564円

 

④ 行使期間          平成23年７月１日から平成26年６月30日まで 

 

(6) 第６回新株予約権（株式報酬型）に関する事項（平成21年７月30日発行） 

 ① 当社役員の保有状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

取締役 
(社外取締役及び 
非常勤取締役を除く) 

９名 135個 普通株式13,500株 

 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、執行役員（取締役を除く）16名が176個の新株予約権を保有しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり１円

 

④ 行使期間          平成21年７月31日から平成41年７月29日まで 
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 3-2．当事業年度中に使用人等に対して交付した新株予約権に関する事項 

(1) 第５回新株予約権に関する事項（平成21年７月30日発行） 

 ① 使用人等への交付状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

執行役員 
(取締役を除く) 

17名 255個 普通株式25,500株 
 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、取締役９名に対し280個の新株予約権を交付しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり1,564円

 

④ 行使期間          平成23年７月１日から平成26年６月30日まで 

 

(2) 第６回新株予約権（株式報酬型）に関する事項（平成21年７月30日発行） 

 ① 使用人等への交付状況 
 

区  分 保有者数 新株予約権の数 目的である株式の種類及び数 

執行役員 
(取締役を除く) 

16名 176個 普通株式17,600株 
 
 (注) 1. 新株予約権１個当たり普通株式100株を権利行使者に対して発行し又は移転します。 

2. 新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たり

の株式数を乗じた金額としております。 

3. この他、取締役９名に対し135個の新株予約権を交付しております。 

 

② 発行価額 無償

 

③ 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 １株当たり１円

 

④ 行使期間          平成21年７月31日から平成41年７月29日まで 
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4. 会社役員に関する事項 

 4-1. 取締役及び監査役 
 

氏   名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

中井戸 信 英 ※ 
1取締役会長兼社長  

露 口  章 ※ 
1取 締 役  

油 谷  泉   取 締 役  

福 永 哲 弥   取 締 役 株式会社アルゴグラフィックス社外取締役 

鎌 田 裕 彰   取 締 役 SCSソリューションズ株式会社代表取締役社長 

小 島  收   取 締 役  

小 川 和 博   取 締 役 住商信息系統（上海）有限公司董事長 

栗 本 重 夫   取 締 役  

新 海 立 明   取 締 役 株式会社イーウェーヴ社外取締役 

内 藤 達次郎 
 

※ 
2

 

取 締 役(非常勤)
 

住友商事株式会社コーポレート・コーディ
ネーショングループIT企画推進部長 

竹 岡 哲 朗 ※ 
2取 締 役(非常勤) 住友商事株式会社理事、メディア・ライフ

スタイル事業部門ネットワーク事業本部
長、株式会社ティーガイア社外取締役、株
式会社スカパーJSATホールディングス社外
取締役 

近 藤  材 ※ 
4監 査 役  

朝 香 友 治 ※ 
3※4監 査 役  

舟 﨑  宏 
 
 

 

  
※3

 

 

 
 

監 査 役(非常勤)
 
 
 

住友商事株式会社メディア・ライフスタイ
ル事業部門メディア・ライフスタイル総括
部参事、株式会社スミテックス・インター
ナショナル社外監査役  

中 村  仁 
 
※

 
 
3

 
監 査 役(非常勤)

 
住友商事株式会社執行役員メディア・ライ
フスタイル事業部門メディア・ライフスタ
イル総括部長 

 
 (注) 1. ※1印は代表取締役であります。 
    2. ※2印は法令に定める社外取締役であります。 
    3. ※3印は法令に定める社外監査役であります。 
    4. ※4印は法令に定める常勤監査役であります。 
    5. 監査役 朝香 友治氏は、住友商事株式会社の財務・会計部門において、35年間勤務

した経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま
す。 

    6. 監査役 中村 仁氏は、住友商事株式会社の財務・会計部門において、33年間勤務し
た経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

 
 当期中の異動 
  ①新任者 
   平成21年６月25日就任 

中井戸 信 英（取締役会長兼社長)  新 海 立 明（取締役) 
竹 岡 哲 朗（取締役（非常勤))  朝 香 友 治（監査役） 

  ②退任者 
   平成21年６月25日退任 

西 條  温（取締役会長）  阿 部 康 行（取締役社長) 
石 坂 信 彦（取締役)  笹 山 比佐夫（監査役）  
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   当期末における執行役員は次のとおりであります。 
 

氏   名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

中井戸 信 英 ※ 社長執行役員  

露 口  章 ※ 副社長執行役員  

油 谷  泉 
 

※
 
専務執行役員

 
技術担当役員、技術・情報システムグルー
プ長 

鎌 田 裕 彰 
 

※
 
常務執行役員

 
戦略ビジネス事業部門長、SCSソリューシ
ョンズ株式会社代表取締役社長 

小 川 和 博 
 

※
 
常務執行役員

 
グローバルソリューション事業部門長、住
商信息系統（上海）有限公司董事長 

栗 本 重 夫 
 

※
 
常務執行役員

 
支社担当役員、プラットフォームソリュー
ション事業部門長 

福 永 哲 弥 
 

※
 
常務執行役員

 
企画・人事グループ長、株式会社アルゴグ
ラフィックス社外取締役 

小 島  收 ※ 常務執行役員 財務経理・審査グループ長 

新 海 立 明 
 

※
 
常務執行役員

 
産業システム事業部門長、株式会社イーウ
ェーヴ社外取締役 

髙 山 昇 一 
  

執 行 役 員
 

プラットフォームソリューション事業部門
副事業部門長 

杉 橋  剛 
  

執 行 役 員
 

戦略ビジネス事業部門副事業部門長、サイ
ボウズ株式会社社外取締役 

中 谷 光一郎 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

企画・人事グループ副グループ長、企画・
人事グループ人事部長、SCSビジネスサポ
ート株式会社代表取締役社長 

池 田 良 章  執 行 役 員 技術・情報システムグループ副グループ長 

萩 尾  富  執 行 役 員 関西支社長 

大 吉 哲 夫  執 行 役 員 株式会社イーウェーヴ専務執行役員 

印 南  淳 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

産業システム事業部門副事業部門長、産業
システム事業部門産業システム事業部長、
住商信息系統（大連）有限公司董事長 

土 居 陽 夫 
  
  

 

執 行 役 員
  
  

Sumisho Computer Systems(USA),Inc. 
President&CEO、 
Curl,Incorporated President&CEO 

前 田 博 文  執 行 役 員 中部支社長、中部支社営業推進部長 

鳥 山  悟 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

グローバルソリューション事業部門副事業
部門長、グローバルソリューション事業部
門SCソリューション事業部長 

松 田 康 明 
  

執 行 役 員
 

財務経理・審査グループ副グループ長、財
務経理・審査グループ財務経理部長 
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氏   名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

市 野 隆 裕 
 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 
 

プラットフォームソリューション事業部門 
副事業部門長、プラットフォームソリュー
ション事業部門グローバル・ネットワーク
ビジネス推進室長、住商情報データクラフ
ト株式会社代表取締役社長 

城 尾 芳 美  執 行 役 員 九州支社長 

井 藤  登 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

戦略ビジネス事業部門Curl事業部長、戦略
ビジネス事業部門Curl事業部Curl営業部
長、株式会社カール代表取締役社長 

井 本 勝 也  執 行 役 員 戦略ビジネス事業部門ProActive事業部長 

今 井 善 則 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 

産業システム事業部門金融ソリューション
事業部長、産業システム事業部門金融ソリ
ューション事業部国際金融ソリューション
部長 

武 井 久 直 
 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 
 

戦略ビジネス事業部門ソフトウェアプロダ
クト事業部長、戦略ビジネス事業部門ソフ
トウェアプロダクト事業部エンプレックス
営業第１部長、元普信息技術（上海）有限
公司董事長 

 
 (注) ※を付した執行役員は取締役を兼任しております。 

   平成22年４月１日における執行役員は次のとおりであります。 
 

氏   名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

中井戸 信 英 ※ 社長執行役員  

露 口  章 ※ 副社長執行役員  

油 谷  泉 
 

※
 
専務執行役員

 
技術担当役員、技術・情報システムグルー
プ長 

鎌 田 裕 彰 
 
 

※
 

専務執行役員
 
 

流通・製造ソリューション事業部門長、
SCSソリューションズ株式会社代表取締役
社長 

栗 本 重 夫 ※ 専務執行役員 金融・ERPソリューション事業部門長 

小 川 和 博 
 
 

※

 

常務執行役員
 
 

グローバルソリューション事業部門長、グ
ローバルソリューション事業部門グローバ
ルソリューション事業部長、住商信息系統
（上海）有限公司董事長 

福 永 哲 弥 
 

※
 
常務執行役員

 
財務経理・リスク管理グループ長（CFO)、
株式会社アルゴグラフィックス社外取締役 

小 島  收 ※ 常務執行役員 社長付 

新 海 立 明 
 
 

※
 

常務執行役員
 
 

支社担当役員、プラットフォームソリュー
ション事業部門長、株式会社Minoriソリュ
ーションズ社外取締役 
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氏   名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

杉 橋  剛 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

技術・情報システムグループ副グループ
長、技術・情報システムグループ技術戦略
企画室長、サイボウズ株式会社社外取締役 

中 谷 光一郎 
  

執 行 役 員
 

経営企画・総務人事グループ副グループ
長、経営企画・総務人事グループ人事部長 

萩 尾  富  執 行 役 員 関西支社長 

大 吉 哲 夫 
  

執 行 役 員
 

株式会社Minoriソリューションズ専務執行
役員 

印 南  淳 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 

流通・製造ソリューション事業部門副事業
部門長、流通・製造ソリューション事業部
門流通・サービスシステム事業部長、住商
信息系統（大連）有限公司董事長 

土 居 陽 夫 
  
  

 

執 行 役 員
  
  

Sumisho Computer Systems(USA),Inc.  
President&CEO、 
Curl,Incorporated President&CEO 

前 田 博 文  執 行 役 員 中部支社長、中部支社営業推進部長 

鳥 山  悟 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

グローバルソリューション事業部門副事業
部門長、グローバルソリューション事業部
門SCソリューション事業部長 

松 田 康 明 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

財務経理・リスク管理グループ副グループ
長、財務経理・リスク管理グループ財務経
理部長 

市 野 隆 裕 
 
 

 

執 行 役 員
 
 

プラットフォームソリューション事業部門 
副事業部門長、住商情報データクラフト株
式会社代表取締役社長 

城 尾 芳 美  執 行 役 員 九州支社長 

井 藤  登 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 

流通・製造ソリューション事業部門Curl事
業部長、流通・製造ソリューション事業部
門Curl事業部Curl営業部長、株式会社カー
ル代表取締役社長 

井 本 勝 也 
  

執 行 役 員
 

金 融 ・ ERP ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 部 門
ProActive事業部長 

今 井 善 則 
  

執 行 役 員
 

金融・ERPソリューション事業部門金融ソ
リューション事業部長 

武 井 久 直 
 
 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 
 
 

金融・ERPソリューション事業部門長補
佐、金融・ERPソリューション事業部門部
門統括部長、金融・ERPソリューション事
業部門ERPソリューション事業部ビジネス
ソリューション部長、元普信息技術（上
海）有限公司董事長 
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氏   名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 

古 森  明 
 
 
 

 

執 行 役 員
 
 
 

経営企画・総務人事グループ副グループ
長、経営企画・総務人事グループ経営企画
部長、財務経理・リスク管理グループ投資
管理部長 

加 藤 敏 幸 
 
 
 
 

 

執行役員待遇
 
 
 
 

Sumisho Computer Systems(USA),Inc.  
Executive Vice President、住友商事株式
会社メディア・ライフスタイル事業部門ネ
ットワーク事業本部ITソリューション事業
部参事 

山 崎 弘 之 
 
 
 
 
 

 

執行役員待遇
 
 
 
 
 

経営企画・総務人事グループ長、経営企
画・総務人事グループ社長室長、住友商事
株式会社メディア・ライフスタイル事業部
門メディア・ライフスタイル総括部参事、
株式会社CSKホールディングス社外取締役 

 
 (注) ※を付した執行役員は取締役を兼任しております。 

 

 4-2. 当該事業年度に係る役員の報酬等の総額 
 

区  分 人  数 報酬等の額 

取 締 役 14名 323百万円 

監 査 役 5名 49百万円 

計 19名 372百万円 
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 4-3. 他の法人等の業務執行者及び社外役員等との重要な兼職に関する事項 
 

区 分 氏  名 兼 職 先 名 兼 職 の 内 容 

社外取締役 
 
 

内 藤 達次郎
 
 

住友商事株式会社 
 
 

コーポレート・コーディ
ネーショングループIT企
画推進部長 

 

竹 岡 哲 朗
 
 
 
 
 

住友商事株式会社 
 
 
株式会社ティーガイア 
株式会社スカパーJSAT
ホールディングス 

理事、メディア・ライフ
スタイル事業部門ネット
ワーク事業本部長 
社外取締役 
社外取締役 
 

社外監査役 
 
 
 
 
 

舟 﨑  宏
 
 
 
 
 

住友商事株式会社 
 
 
株式会社スミテックス・
インターナショナル 
 

メディア・ライフスタイ
ル事業部門メディア・ラ
イフスタイル総括部参事 
社外監査役 
 
 

 
中 村  仁

 
 

住友商事株式会社 
 
 

執行役員、メディア・ラ
イフスタイル事業部門メ
ディア・ライフスタイル
総括部長 

 
 (注) 住友商事株式会社は当社の親会社であり、その他の法人等は当社の取引先であります。 
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 4-4. 各社外役員の主な活動状況 
 

区   分 氏   名 主 な 活 動 状 況 

取 締 役 内  藤  達次郎 当該事業年度開催の取締役会のほぼ全てに

出席し、客観的な立場で経験に基づく優れ

た識見からの大所高所に立った発言を積極

的に行っております。 

取 締 役 竹 岡 哲 朗 当該事業年度開催の取締役会の８割以上に

出席し、客観的な立場で経験に基づく優れ

た識見からの大所高所に立った発言を積極

的に行っております。 

監 査 役 朝 香 友 治 当該事業年度開催の取締役会及び監査役会

の全てに出席し、取締役会においては、客

観的な立場で経験に基づく優れた識見から

議案・審議につき疑問点等を明らかにする

ため適宜質問し意見を述べております。ま

た、監査役会においては、監査結果につい

ての意見交換、監査に関する重要事項の協

議等を行っております。 

監 査 役 舟 﨑  宏 当該事業年度開催の取締役会及び監査役会

の全てに出席し、取締役会においては、客

観的な立場で経験に基づく優れた識見から

議案・審議につき疑問点等を明らかにする

ため適宜質問し意見を述べております。ま

た、監査役会においては、監査結果につい

ての意見交換、監査に関する重要事項の協

議等を行っております。 

監 査 役 中 村  仁 当該事業年度開催の取締役会及び監査役会

の８割以上に出席し、取締役会において

は、客観的な立場で経験に基づく優れた識

見から議案・審議につき疑問点等を明らか

にするため適宜質問し意見を述べておりま

す。また、監査役会においては、監査結果

についての意見交換、監査に関する重要事

項の協議等を行っております。 
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 4-5. 当該事業年度に係る社外役員の報酬等の総額等 
 

人   数 報 酬 等 の 額 
親会社又は当該親会社の 
子会社からの役員報酬等 

６名 27百万円 23百万円 

 

5. 会計監査人に関する事項 

 5-1. 名称 

   あずさ監査法人 

 

 5-2. 会計監査人の報酬等の額 
 
① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 90百万円 

② 当社及び当社連結子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 98百万円 
 
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法

に基づく監査の報酬等の額を含めております。 

2. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、国

際会計基準の適用に関するアドバイザリー業務等についての対価を支払っております。 

 

 5-3. 解任又は不再任の決定の方針 

 取締役会は、会計監査人が監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、その職

務の遂行に重大な支障が生じ、改善の見込みがないと判断した場合、監査役会の

同意を得た上で、又は監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任

を株主総会の会議の目的である事項とする方針であります。 

 また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当

すると判断した場合、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任する方針で

あります。 

 

6. 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 

 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他当社の業務の適正を確保するために必要な体制（以下「内部統制システム」と言

います｡）に関する基本方針並びに体制整備に必要な事項については、以下のとおり

と考えております。 

 なお、既に構築され、実施されている内部統制システムについては以下のとおりで

ありますが、継続的な見直しによって、その時々の要請に合致した、優れた内部統制

システムの構築を図るべきものと考えております。 
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 6-1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制について 

・取締役会は、監査役設置会社としての当社における内部統制システムの整備に

関する方針を定めるとともに役職員の法令等遵守の徹底に努めております。 

・取締役による職務執行の監督機能の維持・向上のため、社外取締役を継続して

選任しております。 

・取締役会及び取締役の業務監督機能を強化するため、執行役員制度を採用し、

取締役会及び取締役による監督機能と執行役員による業務執行機能とを分離し

ております。 

・内部統制システムが有効に機能しているかを確認し、その実行状況を監視する

ための内部監査体制として取締役社長直属の内部監査室を、また内部統制シス

テムの強化を推進し、その運用を支援するための体制として内部統制推進部を

配置しております。 

・法令等の遵守に関する規程を含めた社内規程を定め、役職員に行動規範を明示

するとともに、コンプライアンス委員会を設置し、また、社内各層への周知を

目的に作成した「SCSコンプライアンスマニュアル」を役職員に配布し、法令等

遵守の徹底を図っております。 

・法令等の遵守体制強化の一環として、通報者の保護を徹底した内部通報制度 

(｢スピークアップ制度｣）を導入し、役職員が直接、コンプライアンス委員会、

監査役及び顧問弁護士にコンプライアンス上の情報を連絡できるルートを確保

しております。 

 

 6-2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について 

・取締役会は、取締役会その他の重要な会議の意思決定に係る情報及び起案書等、

その職務執行に係る情報の保存、管理につき、文書規程等社内規程を定め、情

報の記録管理体制を整備しております。 

 

 6-3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制について 

・取締役会は、当社の事業に関連して想定可能なリスクを認識、評価する仕組み

を定め、関連部署においてリスクを予防するための規則、ガイドライン等の制

定、管理、運用等の実施により個別リスクに対応する仕組みを構築しておりま

す。 

・役職員のリスク管理に係る関連規程、ガイドライン等の遵守状況を監視する体

制を整備しております。 

・会社に重大な影響を及ぼす恐れのある不測の事態の発生に備え、緊急事態対応

規程を定め、適切かつ迅速に対応する体制整備を図っております。 
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 6-4. 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制につい

て 

・取締役会は、執行役員に業務執行職務を委嘱することにより、取締役の業務遂

行上の職務権限を明確にしております。 

・重要事項の討議機関として経営会議を、取締役社長の諮問機関として各種委員

会等を設置しております。 

・役職員の効率的な職務執行を可能とするために組織体制を整備するとともに、

ITの整備及び利用により、経営意思決定を効率的にできる体制を整備しており

ます。 

 

 6-5. 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保

するための体制について 

・取締役会は、親会社並びに子会社等との緊密な連携のもと「企業理念｣、｢行動

指針」を定め、当社企業集団における経営理念の共有を図り、法令等の遵守並

びにリスク管理に努めております。 

・子会社等の独立性を尊重しつつ、法令等の遵守及びリスク管理の観点から子会

社等管理の基本方針及び運営方針を策定しております。 

・社内規程により、子会社等の「営業上の重要事項」に関する当社宛打合せ・報

告事項について定めております。また、取締役・監査役の派遣を通じて子会社

等を管理しております。 

・社内規程により、当社が経営主体となる子会社等を内部監査の対象としており

ます。 

・子会社等においても、当該会社自身のコンプライアンス委員会の設置及び「ス

ピークアップ制度」の導入等、当社と同様に法令等を遵守するための体制を整

えるよう指導しております。 

 

 6-6. 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該使

用人に関する事項について 

・監査役の業務を補佐するため監査役業務室を設置し、従業員（以下「監査役ス

タッフ」と言います｡）を若干名配置しております。 

 

 6-7. 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項について 

・監査役は、監査役スタッフの人事異動及び人事評価等について事前に報告を受

け、必要な場合は取締役社長に対して変更を申し入れることができるものとし

ております。 
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 6-8. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制について 

・取締役会及び取締役は、経営会議その他の重要な会議への出席を監査役に要請

しております。 

・業務執行に関する重要な書類を監査役に回付しているほか、必要に応じ、役職

員が監査役への報告・説明を行っております。 

 

 6-9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について 

・監査役は、取締役社長を含む主要な役職員と相互の意思疎通を図るため、定期

的に会合を行っております。 

・監査役は、その職務の適切な遂行のため、子会社等の取締役・監査役との意思

疎通、情報の収集・交換を図っております。 

・監査役は、会計監査人との定期的な打合せを通じて、会計監査人の監査活動の

把握と情報交換を図るとともに、会計監査人の監査講評会への出席、在庫棚卸

監査への立会等を行い、監査役の活動の効率化と質的向上を図っております。 

・内部監査室は、内部監査の計画及び結果について適時に監査役に報告する等、

効率的な監査役の監査に資するよう、監査役と緊密な連携を保っております。 

 

 6-10. 反社会的勢力排除に向けた体制について 

・取締役会は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一

切の関係を持たないとする「反社会的勢力・団体との関係不保持」を基本方針

として定めております。 

・当社のコンプライアンスについて規定した「SCSコンプライアンスマニュアル」

において、コンプライアンスに関する具体的な規範の一つとして反社会的勢

力・団体との関係不保持を定めております。 

・反社会的勢力への対応につきましては、顧問弁護士及び所轄警察署と緊密な連

携の下、迅速に対応できる環境を整えており、また反社会的勢力に関する動向

の把握に努めております。 

・更には、当社所定の標準契約書式に暴力団排除条項を盛り込んだり、反社会的

勢力の不当要求防止に関する社内研修を実施する等反社会的勢力排除に取り組

んでおります。 

 

 

 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(備考) 百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
(平成22年３月31日現在) 

 
(単位：百万円) 

科        目 金    額 科        目 金    額 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

本社移転関連費用引当金

そ の 他

固 定 負 債 

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 預 り 敷 金 保 証 金

そ の 他 

 

22,793 

11,095 

645 

938 

1,657 

78 

57 

342 

7,977 

2,068 

1,584 

203 

113 

36 

103 

26 

負 債 合 計 24,862 

（純 資産の部） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評 価 差 額 金  
繰延ヘッジ損益 

為替換算調整勘定 

新 株 予 約 権 

少数株主持分 
  

 

91,902 

21,152 

31,299 

48,176 

△ 8,727 

411 

979 

△   2 

△  565 

147 

221 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

リース債権及びリース投資資産 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

預 け 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 及 び 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

62,521 

1,943 

25,574 

571 

3,337 

1,395 

10 

1,724 

24,258 

3,707 

△   2 

55,023 

29,959 

12,058 

2,576 

14,667 

480 

175 

6,218 

496 

5,722 

18,845 

11,884 

1,827 

3,232 

199 

1,867 

△  166 純 資 産 合 計 92,683 

資 産 合 計 117,545 負債・純資産合計 117,545 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日  
(単位：百万円) 

科        目 金        額 

売 上 高  127,317 
売 上 原 価  98,140 

売 上 総 利 益  29,176 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  22,752 

営 業 利 益  6,423 
営 業 外 収 益   

受 取 利 息 186  
受 取 配 当 金 509  
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 13  
そ の 他 151 861 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 12  
投 資 事 業 組 合 運 用 損 54  
そ の 他 30 96 

経 常 利 益  7,188 
特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 8  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1 9 

特 別 損 失   
固 定 資 産 除 却 損 135  
固 定 資 産 売 却 損 6  
ソ フ ト ウ ェ ア 一 時 償 却 額 414  
投 資 有 価 証 券 売 却 損 13  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 7  
関 係 会 社 株 式 売 却 損 10  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 7  
会 員 権 評 価 損 0  
移 転 関 連 費 用 367  
退 職 給 付 制 度 終 了 損 26  
の れ ん 償 却 額 793  
減 損 損 失 220  
子 会 社 整 理 損 125 2,129 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  5,068 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,188  
法 人 税 等 調 整 額 △   360 1,827 
少 数 株 主 損 失 (△)  △    1 

当 期 純 利 益  3,242 
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連結株主資本等変動計算書 
 

自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日  
株   主   資   本 

 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成21年３月31日 
残 高（百 万 円) 

21,152 31,299 46,540 △ 8,728 90,264 

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当  △ 1,606 △ 1,606 

当 期 純 利 益  3,242 3,242 

自己株式の取得  △   1 △   1 

自己株式の処分  0 2 2 

株 主 資 本 以 外 の 
項目の連結会計年度中の 
変 動 額（純 額) 

 ― 

連結会計年度中の 
変動額合計（百万円) 

― 0 1,635 1 1,637 

平成22年３月31日 
残 高（百 万 円) 

21,152 31,299 48,176 △ 8,727 91,902 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 

平成21年３月31日 
残 高（百 万 円) 

△  34 19 △ 616 △ 631 88 223 89,946 

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △1,606 

当 期 純 利 益   3,242 

自己株式の取得   △  1 

自己株式の処分   2 

株 主 資 本 以 外 の 
項目の連結会計年度中の 
変 動 額（純 額) 

1,013 △  22 51 1,042 58 △  2 1,099 

連結会計年度中の 
変動額合計（百万円) 

1,013 △  22 51 1,042 58 △  2 2,736 

平成22年３月31日 
残 高（百 万 円) 

979 △  2 △ 565 411 147 221 92,683 

 



〆≠●0 
02_0311101102206.doc 
住商情報システム㈱様 招集 10/05/17 22:16印刷 4/23 
 

（  35 ） 

連 結 注 記 表   
Ⅰ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
 

 １. 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

    子会社13社については、全て連結しております。 

Sumisho Computer Systems(USA),Inc.  SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD. 

Curl,Incorporated  ㈱カール 

ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱  SCSソリューションズ㈱ 

SCSビジネスサポート㈱  朝日アイティソリューション㈱ 

住商信息系統（上海）有限公司  住商信息系統（大連）有限公司 

㈱アライドエンジニアリング  Sumisho Computer Systems(Asia Pacific)Pte.Ltd. 

元普信息技術（上海）有限公司   

なお、Sumisho Computer Systems(USA),Inc.の連結子会社であったB4 Consulting,Inc.に

ついては、平成21年12月31日付で全株式を売却したことにより、連結の範囲から除外して

おります。 

エンプレックス㈱については、平成22年２月２日付にて特別清算手続が終了したことによ

り、連結の範囲から除外しております。 

 

 ２. 持分法の適用に関する事項 

   持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称 

    関連会社５社については、全て持分法を適用しております。 

㈱パイオニア・ソフト  イーバンクシステム㈱ 

㈱エイトレッド  住商情報データクラフト㈱ 

㈱アルゴグラフィックス   

なお、前連結会計年度まで持分法適用関連会社に含めていた㈱コンポーネントスクエアに

ついては、平成21年12月22日付にて清算結了したため、持分法適用関連会社から除外して

おります。 

 

 ３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

Sumisho Computer Systems(USA), Inc.、SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、Curl, 

Incorporated、住商信息系統（上海）有限公司、住商信息系統（大連）有限公司、Sumisho 

Computer Systems(Asia Pacific)Pte. Ltd.及び元普信息技術 (上海) 有限公司の決算日は

12月31日であり、当連結会計年度の連結計算書類の作成に当たっては平成21年１月１日か

ら平成21年12月31日の計算書類を基礎としております。 

また、同決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 
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 ４. 会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券  

     満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法） 

     その他有価証券  

      時価のあるもの…………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております） 

      時価のないもの…………………移動平均法による原価法 

 なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な決算書を基礎として持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。 

   ② たな卸資産  

     商 品………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定

しております） 

     仕 掛 品………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定しており

ます） 

   ③ デリバティブ取引…………………時価法 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産………………………

(リース資産を除く） 

主として定額法を採用しております。 

 

 (追加情報） 

当社は、当連結会計年度において、一部の有形固定

資産について耐用年数を変更しております。 

この結果、従来の方法に比較して、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が226百万円それぞ

れ減少しております。 

   ② 無形固定資産  

     市場販売目的のソフトウェア……見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間 (３年

以内) に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大

きい額を計上しております。 

     自社利用のソフトウェア…………社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定

額法を採用しております。 

     その他の無形固定資産……………定額法を採用しております。 

   ③ リース資産  

     所有権移転外ファイナンス・ …

     リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算

定する方法によっております。 

   ④ 長期前払費用………………………定額法を採用しております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 
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   ① 貸倒引当金…………………………一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

   ② 賞与引当金…………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

   ③ 役員賞与引当金……………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

   ④ 工事損失引当金……………………当連結会計年度において、損失の発生が見込まれる

工事契約について将来の損失に備えるため、その損

失見込額を計上しております。 

   ⑤ 本社移転関連費用引当金…………本社移転に伴い発生が見込まれる原状回復費等の費

用に備えるため、合理的な見積額を計上しておりま

す。 

   ⑥ 退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異については、当連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異の処理年数は、５年であり

ます。ただし、旧住商エレクトロニクス㈱の旧退職

金制度に係る部分については、13年であります。 

また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により費用処理しております。 

   ⑦ 役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は、平

成19年６月27日開催の定時株主総会で決議された役

員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給額のう

ち、将来の支給見込額を計上しております。 

  (4) 重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予

約等が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。 

   ② ヘッジ手段と対象…………………ヘッジ手段  為替予約取引 

ヘッジ対象  外貨建金銭債権債務等 

   ③ ヘッジ方針…………………………デリバティブ取引は実需に基づき行うこととしてお

り、投機を目的とした取引は行わないこととしてお

ります。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法…………為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、当

該外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそ

れぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動

による相関関係は完全に確保されているので、連結

決算日における有効性の評価を省略しております。  
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   ⑤ その他………………………………全てのデリバティブ取引は、国内の信用度の高い金

融機関と行っており、相手先の契約不履行によるい

わゆる信用リスクは低いと考えております。 

  (5) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が

認められる契約 

…工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法

により算定しております） 

   ② その他の契約………………………工事完成基準 

 

(会計方針の変更） 

請負工事等にかかる収益の計上基準については、従

来、工事完成基準を適用しておりましたが､「工事契

約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19

年12月27日) 及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日) を当連結会計年度より適用し、当連結会計

年度に着手した本会計基準の範囲に該当する契約か

ら、当連結会計年度末までの進捗部分について、成

果の確実性が認められる契約については工事進行基

準 (工事の進捗率の見積りは原価比例法) を、その

他の契約については工事完成基準を適用しておりま

す。 

これにより、売上高は4,058百万円増加、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ733

百万円増加しております。 

  (6) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 ５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

 ６. のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんは、その効果の及ぶ期間にわたり、５年間から10年間の均等償却としております。

ただし、金額が僅少であり重要性が乏しい場合は、発生時に一括償却しております。 
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Ⅱ. 連結貸借対照表に関する注記 
 １. 有形固定資産の減価償却累計額 13,988百万円

 

Ⅲ. 連結損益計算書に関する注記 
 １. のれん償却額 

会計制度委員会報告第７号「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」第32

項の規定に基づき、のれんを追加償却したものであります。 

 
Ⅳ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 １. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数  普通株式 54,291,447株 

 ２. 剰余金の配当に関する事項 

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項  

決   議 株式の種類  配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日  

平成21年５月15日 

取締役会 
普通株式 803百万円 16円00銭 平成21年３月31日 平成21年６月11日 

平成21年10月29日 

取締役会 
普通株式 803百万円 16円00銭 平成21年９月30日 平成21年12月１日 

 

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項  

決   議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総  額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日  

平成22年５月13日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 803百万円 16円00銭 平成22年３月31日 平成22年６月11日 

 

 ３． 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数 

  (1) 第１回新株予約権（平成19年６月27日定時株主総会及び取締役会決議分) 

  普通株式 49,000株 

  (2) 第２回新株予約権（平成19年６月27日定時株主総会及び取締役会決議分) 

  普通株式 15,200株 

  (3) 第４回新株予約権 (平成20年６月26日定時株主総会及び取締役会決議分) 

  普通株式 22,900株 

  (4) 第６回新株予約権 (平成21年６月25日定時株主総会及び取締役会決議分) 

  普通株式 31,100株 

   （注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。 
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Ⅴ. 金融商品に関する注記 
 １. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

行っております。 

デリバティブ取引は経理規程に従い行っており、そのうち為替予約取引については為替予約

に関わる細則に基づき、実需の範囲で行うこととしております。 

 

 ２. 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 
（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表
計上額（*） 

時 価（*） 差   額 

(1) 現金及び預金 1,943 1,943 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 25,574 25,574 ― 

(3) 預け金 24,258 24,258 ― 

(4) 投資有価証券  

  その他有価証券 3,711 3,711 ― 

(5) 敷金及び保証金 3,232 3,232 △0 

(6) 支払手形及び買掛金 (11,095) (11,095) ― 

(7) デリバティブ取引 ― ― ―  
（*）負債に計上されているものについては､（ ）で示しております。 

 
（注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金並びに(3) 預け金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。 

(4) 投資有価証券 
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(5) 敷金及び保証金 
これらのうち、契約終了までの期間が１年を超えるものについては、合理的な利率で割
り引いた現在価値によっております。 

(6) 支払手形及び買掛金 
支払手形及び買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。 

(7) デリバティブ取引 
ヘッジ会計が適用されているものは、金額の重要性が乏しいため、記載を省略しており
ます。 

（注２) 非上場株式及び投資事業組合への出資（連結貸借対照表計上額 4,702百万円）は、市
場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため､「(4) 投資有価証券 その他有価証券」には
含めておりません。 
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Ⅵ. １株当たり情報に関する注記 
   １株当たり純資産額 1,847円95銭

   １株当たり当期純利益 64円90銭

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(備考) 百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書
 

平成22年5月11日 
住商情報システム株式会社 
 
 取締役会 御中 
 

あ ず さ 監 査 法 人   
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 村 尾   裕 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 森   俊 哉 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 山 本 勝 一 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、住商情報システム株式会社
の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法
人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示が
ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでい
る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断
している。 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、住商情報システム株式会社及び連結子会社から成
る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。 
追記情報 
 連結注記表の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項」4.に記載さ
れているとおり、会社は当連結会計年度から「工事契約に関する会計基準」及び 
｢工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本  
 

監査報告書 
 
 当監査役会は、平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第42期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社に赴き事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその
附属明細書について検討いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び
会計監査人あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法
に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類 (連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。 
  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。 
  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 
    また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部

統制を含め、指摘すべき事項は認められません。 
 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 (3) 連結計算書類の監査結果 
   会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
   平成22年5月12日 

住商情報システム株式会社  監査役会  
常勤監査役 近 藤  材 ㊞
常勤監査役 
(社外監査役) 

朝 香 友 治 ㊞

社外監査役 舟 﨑  宏 ㊞

社外監査役 中 村  仁 ㊞  
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貸 借 対 照 表 
(平成22年３月31日現在) 

 
(単位：百万円) 

科        目 金    額 科        目 金    額 

(負 債 の 部) 
流 動 負 債 

支 払 手 形
買 掛 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
工 事 損 失 引 当 金
本社移転関連費用引当金
そ の 他

固 定 負 債 
繰 延 税 金 負 債
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 

 

22,149 
163 

10,746 
639 

1,695 
489 
903 
234 

4,990 
167 

1,636 
78 
57 

342 
4 

1,918 
123 

1,568 
93 
34 
99 

負 債 合 計 24,068 

（純 資産の部） 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
プログラム等準備金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評 価 差 額 金  
繰延ヘッジ損益 
新 株 予 約 権  

 
92,044 
21,152 
31,299 
31,299 

0 
47,859 

660 
47,199 

49 
23,310 
23,839 

△ 8,268 
949 

 
951 

 
△   2 

147 

（資 産 の 部） 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
リ ー ス 投 資 資 産 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
預 け 金 
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
の れ ん 
電 話 加 入 権 
施 設 利 用 権 
商 標 権 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
従業員に対する長期貸付金 
破 産 更 生 債 権 等 
長 期 前 払 費 用 
敷 金 及 び 保 証 金 
会 員 権 
リ ー ス 投 資 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 

60,230 
889 
395 

24,268 
571 

3,322 
1,387 

10 
54 

3,249 
1,641 
23,500 

586 
355 

△   2 
56,979 
29,731 
11,953 

8 
2,466 
14,667 

459 
175 

5,587 
5,331 
195 
51 
8 
1 

21,660 
7,932 
7,080 

1 
179 

1,820 
3,172 
197 

1,465 
3 

△  192 純 資 産 合 計 93,141 

資 産 合 計 117,210 負債・純資産合計 117,210 
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損 益 計 算 書 
 

自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日 
 

(単位：百万円) 

科        目 金        額 

売 上 高  122,724 

売 上 原 価  94,608 

売 上 総 利 益  28,116 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  21,390 

営 業 利 益  6,725 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 197  

有 価 証 券 利 息 2  

受 取 配 当 金 919  

そ の 他 185 1,305 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 6  

投 資 事 業 組 合 運 用 損 54  

そ の 他 6 67 

経 常 利 益  7,963 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 8  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1  

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 550 560 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 102  

ソ フ ト ウ ェ ア 一 時 償 却 額 38  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 13  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,177  

会 員 権 評 価 損 0  

退 職 給 付 制 度 終 了 損 26  

子 会 社 整 理 損 718  

移 転 関 連 費 用 342 2,425 

税 引 前 当 期 純 利 益  6,098 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,147  

法 人 税 等 調 整 額 △   314 1,832 

当 期 純 利 益  4,265 
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株主資本等変動計算書 
 

自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日  
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金   
資本金 資 本

準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合   計

利 益
準備金

そ の 他 
利益剰余金 

利   益 
剰余金合計 

平成21年３月31日 
残 高 （ 百 万 円 ) 

21,152 31,299 ― 31,299 660 44,539 45,200 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当  △1,606 △1,606 

当 期 純 利 益  4,265 4,265 

自己株式の取得    

自己株式の処分  0 0   

株 主 資 本 以 外 の 
項目の事業年度中の 
変 動 額（純 額) 

   

事業年度中の変動額 
合 計 ( 百 万 円 ) 

― ― 0 0 ― 2,659 2,659 

平成22年３月31日 
残 高 ( 百 万 円 ) 

21,152 31,299 0 31,299 660 47,199 47,859 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

 
自己株式 

株  主
資本合計

その他 
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損   益

評価・換算
差額等合計

新株予約権 純資産合計 

平成21年３月31日 
残 高 （ 百 万 円 ) 

△8,269 89,383 △  99 19 △  80 88 89,392 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当  △1,606  △1,606 

当 期 純 利 益  4,265  4,265 

自己株式の取得 △  1 △  1  △  1 

自己株式の処分 2 2  2 

株 主 資 本 以 外 の 
項目の事業年度中の 
変 動 額（純 額) 

 ― 1,051 △  22 1,029 58 1,088 

事業年度中の変動額 
合 計 ( 百 万 円 ) 

1 2,661 1,051 △  22 1,029 58 3,749 

平成22年３月31日 
残 高 ( 百 万 円 ) 

△8,268 92,044 951 △  2 949 147 93,141 
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(注) その他利益剰余金の内訳 
 
 

プログラム等
準 備 金

別途積立金  繰越利益剰余金 合   計 

平成21年３月31日 
残 高 ( 百 万 円 ) 

121 23,310 21,108 44,539 

事業年度中の変動額  

剰余金の配当 △  1,606 △  1,606 

プログラム等準備金の取崩 △   72 72 ― 

当 期 純 利 益 4,265 4,265 

事業年度中の変動額 
合 計 ( 百 万 円 ) 

△   72 ― 2,731 2,659 

平成22年３月31日 
残 高 ( 百 万 円 ) 

49 23,310 23,839 47,199 
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個 別 注 記 表 
 

 
Ⅰ.重要な会計方針に係る事項 
 

 １. 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 満期保有目的の債券……………………償却原価法（定額法） 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法 

  (3) その他有価証券  

   ① 時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております） 

   ② 時価のないもの………………………移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な決算書を基礎として持分相当額を

純額で取り込む方法によっております。 

 

 ２. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 商 品……………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定して

おります） 

  (2) 仕 掛 品……………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定して

おります） 

  (3) 貯 蔵 品…………………………… 終仕入原価法 

 

 ３. デリバティブ取引…………………………時価法 

 

 ４. 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産……………………………

(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

 

 (追加情報） 

当社は、当事業年度において、一部の有形固定資

産について、耐用年数を変更しております。 

この結果、従来の方法に比較して、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が226百万円それぞれ

減少しております。 

  (2) 無形固定資産  

   ① 市場販売目的のソフトウェア………見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間 (３

年以内) に基づく均等配分額とを比較し、いずれ

か大きい額を計上しております。 

   ② 自社利用のソフトウェア……………社内における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法を採用しております。 

   ③ その他の無形固定資産………………定額法を採用しております。 
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  (3) リース資産  

    所有権移転外ファイナンス・ ………

    リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として

算定する方法によっております。 

  (4) 長期前払費用……………………………定額法を採用しております。 

 

 ５. 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金………………………………一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

  (3) 役員賞与引当金…………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

  (4) 工事損失引当金…………………………当事業年度末において、損失の発生が見込まれる

工事契約について将来の損失に備えるため、その

損失見込額を計上しております。 

  (5) 本社移転関連費用引当金………………本社移転に伴い発生が見込まれる原状回復費等の

費用に備えるため、合理的な見積額を計上してお

ります。 

  (6) 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度より費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異の処理年数は５年であり

ます。ただし、旧住商エレクトロニクス㈱の旧退

職金制度に係る部分は13年であります。 

また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しております。 

  (7) 役員退職慰労引当金……………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、平成19年

６月27日開催の定時株主総会で決議された役員退

職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給額のうち、

将来の支給見込額を計上しております。 
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 ６. 重要なヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法………………………繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象………………ヘッジ手段  為替予約取引 

ヘッジ対象  外貨建金銭債権債務等 

  (3) ヘッジ方針………………………………デリバティブ取引は実需に基づき行うこととして

おり、投機を目的とした取引は行わないこととし

ております。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法………………為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、

当該外貨建による同一金額で同一期日の為替予約

をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全に確保されているの

で、決算日における有効性の評価を省略しており

ます。 

  (5) その他……………………………………全てのデリバティブ取引は、国内の信用度の高い

金融機関と行っており、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクは低いと考えております。 

 

 ７. 収益及び費用の計上基準 

  (1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認め

られる契約 

…工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法

により算定しております） 

   ② その他の契約………………………工事完成基準 

 

(会計方針の変更） 

請負工事等にかかる収益の計上基準については、従

来、工事完成基準を適用しておりましたが、｢工事契

約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着

手した本会計基準の範囲に該当する契約から、当事

業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる契約については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の契約につい

ては工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は4,058百万円増加、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ733百万円

増加しております。 
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 ８. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

Ⅱ.表示方法の変更 
 

 １. 貸借対照表関係 

前事業年度において、｢投資その他の資産」の「その他」に含めていた「リース投資資産」

は、資産総額の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。 

なお、前事業年度の「投資その他の資産」の「その他」に含まれる「リース投資資産」は

169百万円であります。 

 

 ２. 損益計算書関係 

当事業年度において関連会社株式にかかる評価損209百万円が発生したため、前事業年度ま

で「子会社株式評価損」として表示しておりました子会社株式にかかる評価損（当事業年

度967百万円）と併せて、当事業年度より「関係会社株式評価損」として表示しております。 

 

Ⅲ.貸借対照表に関する注記 
 

 １. 有形固定資産の減価償却累計額 13,835百万円
 
 ２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

   短期金銭債権 2,860百万円

   短期金銭債務 726百万円

   長期金銭債権 1,534百万円

 

Ⅳ.損益計算書に関する注記 
 

 １. 関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

   売  上  高 16,593百万円

   仕  入  高 3,406百万円

   営業取引以外の取引による取引高 2,190百万円

 
Ⅴ.株主資本等変動計算書に関する注記 
 
  当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 4,093,791株
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Ⅵ.税効果会計に関する注記 
 
  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産） 

未 払 事 業 税 否 認 114百万円 

未 払 賞 与 否 認 1,023百万円 

販売用パッケージソフトウェア償却超過額 5百万円 

会 員 権 評 価 損 190百万円 

退 職 給 付 引 当 金 38百万円 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13百万円 

商 品 評 価 損 135百万円 

ソ フ ト ウ ェ ア 一 時 償 却 額 15百万円 

有 価 証 券 評 価 損 362百万円 

そ の 他 1,003百万円 

繰延税金資産小計 2,903百万円 

評 価 性 引 当 額 △ 394百万円 

繰延税金資産合計 2,509百万円 

 （繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △ 653百万円 

プログラム等準備金損金算入 △  34百万円 

前 払 退 職 給 付 費 用 △ 304百万円 

  繰延税金負債合計 △ 991百万円 

  繰延税金資産の純額 1,517百万円 

 

Ⅶ.リースにより使用する固定資産に関する注記 
 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 

 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額  
   (単位：百万円）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品 2,187 1,572 615 
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 (2) 未経過リース料期末残高相当額 １ 年 内 413百万円

 １ 年 超 230百万円

 合 計 643百万円

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 1,026百万円

 減価償却費相当額 956百万円

 支払利息相当額 42百万円

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 (5) 利息相当額の算定方法  

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。 

 

Ⅷ.１株当たり情報に関する注記 
 

  １株当たり純資産額 1,852円55銭

  １株当たり当期純利益 84円98銭

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(備考) 百万円単位の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書
 

平成22年5月11日 
住商情報システム株式会社 
 
 取締役会 御中 
 

あ ず さ 監 査 法 人   
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 村 尾   裕 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 森   俊 哉 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 山 本 勝 一 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、住商情報システム株
式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第42期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試
査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の
表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた
めの合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 
追記情報 
 個別注記表の「重要な会計方針に係る事項」7.に記載されているとおり、会社は
当事業年度から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の
適用指針」を適用している。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

以 上 
  
 

以 上 
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株主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 

第１号議案 定款一部変更の件 

 現行定款の一部を次の変更案のとおり改めたいと存じます。 

 1. 提案の理由 

(1) 取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるように、取締役会決議

により取締役及び監査役の責任を法令の限度で免除できる旨の規定を変更案第

28条（取締役の責任免除）第１項、変更案第37条（監査役の責任免除）第１項

に新設するものであります。 

なお、本議案第28条第１項の新設を議案として提出することにつきましては、

各監査役の同意を得ております。 

(2) 社外取締役又は社外監査役として優秀な人材を迎えることができるよう、また、

その期待される役割を十分に発揮できるよう、両者との間で責任限定契約を締

結できることが可能となる規定を変更案第28条（取締役の責任免除）第２項、

変更案第37条（監査役の責任免除）第２項に新設するものであります。 

なお、本議案第28条第２項の新設を議案として提出することにつきましては、

各監査役の同意を得ております。 
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 2. 変更の内容 

   変更の内容は、次のとおりであります。 
（下線は変更部分を示します｡)  

現 行 定 款 変 更 案 

（新設） 第28条（取締役の責任免除) 

1. 当会社は、取締役会の決議によっ

て、法令の定める限度において、取

締役の責任を免除することができ

る｡ 

2. 当会社は、社外取締役との間で、法

令の定める限度まで、社外取締役の

責任を限定する契約を締結すること

ができる｡ 

 

第28条  

～
 （条文省略） 

第35条   

第29条 
～

 （現行どおり） 

第36条 
  

（新設） 第37条（監査役の責任免除) 

1. 当会社は、取締役会の決議によっ

て、法令の定める限度において、監

査役の責任を免除することができ

る｡ 

2. 当会社は、社外監査役との間で、法

令の定める限度まで、社外監査役の

責任を限定する契約を締結すること

ができる｡ 

 

第36条  

～
 （条文省略） 

第39条  
  

第38条 

～
 （現行どおり） 

第41条 
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第２号議案 取締役11名選任の件 

 取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役11

名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

１ 
中 井 戸  信  英 
(昭和21年11月１日生) 

昭和46年４月 住友商事株式会社入社 

平成８年６月 米国住友商事会社機械・プラ

ント部門長 

平成９年４月 同社機電第一部門長 

サンフランシスコ支店長 

平成10年４月 住友商事株式会社理事 

エレクトロニクス本部副本部

長 

平成10年６月 同社取締役 

平成11年４月 同社エレクトロニクス本部長

平成11年６月 住商エレクトロニクス株式会

社取締役兼任 

平成12年６月 当社取締役兼任 

平成13年４月 住友商事株式会社取締役 

ネットワーク事業本部長 

平成14年４月 同社代表取締役 

常務取締役 

情報産業事業部門長補佐 

平成15年４月 同社常務執行役員 

情報産業事業部門長 

平成16年４月 同社専務執行役員 

平成17年４月 同社副社長執行役員 

コーポレート・コーディネー

ションオフィサー 

平成20年４月 同社コーポレート・コーディ

ネーショングループ分掌 

平成21年４月 同社社長付 

当社顧問兼任 

平成21年６月 代表取締役会長兼社長（現職)

社長執行役員（現職） 

7,000株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

２ 
露 口  章 
(昭和31年６月22日生) 

昭和54年４月 住友商事株式会社入社 
平成14年４月 エスシー・コムテクス株式会

社取締役兼任 
平成15年２月 住商エレクトロニクス株式会

社常務執行役員兼任 
平成15年４月 住友商事株式会社ネットワー

クシステム部長 
平成16年６月 住商エレクトロニクス株式会

社取締役兼任 
平成17年８月 当社執行役員兼任 
平成18年４月 住友商事株式会社理事 
平成19年４月 同社メディア・ライフスタイ

ル事業部門ネットワーク事業
本部長 

平成19年６月 当社取締役兼任 
日商エレクトロニクス株式会
社取締役兼任 

平成21年４月 当社代表取締役（現職） 
副社長執行役員（現職） 

4,861株 

        

３ 
油 谷  泉 
(昭和24年２月22日生) 

昭和44年４月 ダイハツディーゼル株式会社
入社 

昭和47年９月 当社入社 
平成12年６月 ネットワーク・ソリューショ

ン事業部副事業部長 
平成13年６月 取締役 ネットワーク・マネ

ジメント事業部副事業部長 
平成14年６月 ネットワーク・マネジメント

事業部長 
平成14年10月 ネットワーク・ソリューショ

ン事業部長 
平成15年６月 産業システム第一事業部長 
平成17年１月 執行役員 
平成17年４月 経営改革担当 
平成17年５月 経営企画グループ長 
平成17年６月 生産技術担当 

品質管理担当 
取締役（現職） 

平成17年８月 企画グループ長 
生産技術グループ長 

平成18年４月 常務執行役員 
ビジネス開発事業部門長 

平成19年４月 技術グループ長 
ライフサイエンス事業部長 

平成20年４月 専務執行役員（現職） 
技術担当役員（現職） 
戦略ビジネス事業部門長 

平成21年４月 技術・情報システムグループ
長（現職） 

4,201株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

４ 
福 永 哲 弥 
(昭和35年２月１日生) 

昭和58年４月 日本長期信用銀行入行 
平成11年10月 チェースマンハッタン銀行

コーポレート＆インヴェスト
メントバンキンググループ
バイスプレジデント 

平成12年６月 ライコスジャパン株式会社 
(CFO) 

平成14年12月 住商エレクトロニクス株式会
社顧問 

平成15年２月 同社取締役 常務執行役員
経営支援本部長 

平成16年４月 同社コーポレート部門長 
平成17年４月 当社執行役員 

経営改革担当 
住商エレクトロニクス株式会
社取締役兼任 

平成17年５月 当社事業推進グループ長 
平成17年６月 取締役（現職） 
平成17年８月 法務・リスク管理グループ長

企画グループ副グループ長 
平成18年４月 企画グループ長 
平成19年７月 企画・法務グループ長 
平成20年４月 常務執行役員（現職） 
平成20年６月 株式会社アルゴグラフィック

ス社外取締役（現職） 
平成21年４月 当社企画・人事グループ長 
平成22年４月 財務経理・リスク管理グルー

プ長（CFO)(現職) 

2,753株 

        

５ 
鎌 田 裕 彰 
(昭和25年７月23日生) 

昭和49年４月 当社入社 
平成14年４月 産業システム第一事業部長補

佐 
平成17年４月 執行役員 

産業システム第一事業部長 
平成17年８月 産業システム事業部長 
平成18年４月 常務執行役員 

産業システム事業部門長 
平成18年６月 取締役（現職） 
平成20年４月 金融ソリューション事業部長 
平成20年７月 次期システムプロジェクト担

当役員 
平成21年４月 戦略ビジネス事業部門長 

SCSソリューションズ株式会社
代表取締役社長（現職） 

平成22年４月 当社専務執行役員（現職） 
流通・製造ソリューション事
業部門長（現職） 

2,393株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

６ 
小 川 和 博 
(昭和24年７月21日生) 

昭和50年４月 住友商事株式会社入社 

平成12年６月 同社業務グループIT企画推進

部長 

平成16年６月 当社理事兼任 

エス・シー・ソリューション

事業部長付 

SCS・ITマネジメント株式会社

代表取締役社長 

平成17年４月 当社執行役員 

平成17年10月 エス・シー・ソリューション

事業部長 

平成18年４月 SCソリューション事業部門長

SCソリューション事業部長 

平成19年２月 住商信息系統（上海）有限公

司董事長（現職） 

平成19年４月 当社常務執行役員（現職） 

グローバルソリューション事

業部門長（現職） 

平成19年６月 取締役（現職） 

平成22年４月 グローバルソリューション事

業部長 

7,942株 

        

７ 
栗 本 重 夫 
(昭和26年１月２日生) 

昭和48年４月 住友商事株式会社入社 
平成10年４月 同社エレクトロニクス本部電

子材部長 
平成16年５月 当社理事 

IT基盤ソリューション事業部
副事業部長 

平成17年４月 執行役員 
IT基盤ソリューション事業部
長 

平成18年４月 ERPソリューション事業部門副
事業部門長 
ProActive事業部長 
プラットフォームソリューシ
ョン事業部門副事業部門長 

平成19年４月 常務執行役員 
プラットフォームソリューシ
ョン事業部門長 

平成19年６月 取締役（現職） 
平成20年４月 支社担当役員 

平成22年４月 専務執行役員（現職） 
金融・ERPソリューション事業
部門長（現職） 

4,932株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

８ 
新 海 立 明 
(昭和27年11月５日生) 

昭和52年４月 ソニー・テクトロニクス株式
会社入社 

平成14年６月 住商エレクトロニクス株式会
社入社 

平成17年８月 当社執行役員 
デジタルエンジニアリング事
業部長 

平成17年10月 エンジニアリングソリューシ
ョン事業部長 

平成18年４月 製造ソリューション事業部長
平成20年４月 産業システム事業部門副事業

部門長 
平成21年４月 常務執行役員（現職） 

産業システム事業部門長 
平成21年６月 取締役（現職） 

株式会社イーウェーヴ（現 
Minoriソリューションズ）社
外取締役（現職） 

平成22年４月 当社支社担当役員（現職） 
プラットフォームソリューシ
ョン事業部門長（現職） 

1,331株 

        

９ 
印 南  淳 
(昭和34年10月27日生) 

昭和57年４月 当社入社 
平成17年４月 執行役員（現職) 

産業システム第二事業部副事
業部長 

平成19年４月 産業システム事業部長 
平成21年４月 産業システム事業部門副事業

部門長 
平成21年10月 住商信息系統（大連）有限公

司董事長（現職） 
平成22年４月 当社流通・製造ソリューショ

ン事業部門副事業部門長（現
職) 
流通・サービスシステム事業
部長（現職） 

4,693株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

10 
内  藤  達 次 郎 
(昭和32年11月26日生) 

昭和56年４月 住友商事株式会社入社 
平成14年11月 米国住友商事会社情報システ

ム部長 
平成19年４月 住友商事株式会社人材・情報

グループIT企画推進部長 
平成19年６月 当社社外取締役兼任（現職）
平成20年４月 住友商事株式会社コーポレー

ト・コーディネーショングル
ープIT企画推進部長（現職）

なし 

        

11 
竹 岡 哲 朗 
(昭和26年１月19日生) 

昭和49年４月 住友商事株式会社入社 
平成10年７月 ジュピターゴルフネットワー

ク株式会社代表取締役社長 
平成12年７月 住友商事株式会社映像メディ

ア事業部長 
平成14年４月 株式会社ジュピターテレコム

企画担当部長 
平成15年１月 株式会社ジュピター・プログ

ラミング代表取締役社長 
ジュピターサテライト放送株
式会社代表取締役社長 

平成16年11月 ジュピターゴルフネットワー
ク株式会社代表取締役会長 

平成18年４月 住友商事株式会社理事（現職)
平成19年７月 SCメディアコム株式会社代表

取締役社長 
平成21年４月 住友商事株式会社メディア・

ライフスタイル事業部門ネッ
トワーク事業本部長（現職）
SCメディアコム株式会社取締
役会長 

平成21年６月 当社社外取締役兼任（現職）
株式会社ティーガイア社外取
締役（現職） 
株式会社スカパーJSATホール
ディングス社外取締役（現
職） 

なし 

     
 (注) 1. 候補者のうち、内藤 達次郎氏及び竹岡 哲朗氏は、法令に定める社外取締役候補者

であります。 
2. 内藤 達次郎氏及び竹岡 哲朗氏を社外取締役候補者とした理由は、ITサービス産業

に関する専門的かつ広範な知識に加え、一般株主との利益相反のおそれのない方とし
て認識しており、取締役による職務執行の監督機能の維持・向上となると考えたため
であります。 

3. 内藤 達次郎氏は、現に住友商事株式会社の業務執行者であり、過去５年間に、同社
の業務執行者となったことがあります。同社は当社の親会社である特定関係事業者で
あり、同社における、同氏の現在及び過去５年間の地位及び担当は上記のとおりであ
ります。 
竹岡 哲朗氏は、現に住友商事株式会社の業務執行者であり、過去５年間に、同社の
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業務執行者となったことがあります。同社は当社の親会社である特定関係事業者であ
り、同社における、同氏の現在及び過去５年間の地位及び担当は上記のとおりであり
ます。また、同氏は、過去５年間に、SCメディアコム株式会社及びジュピターサテラ
イト放送株式会社の業務執行者となったことがあります。SCメディアコム株式会社及
びジュピターサテライト放送株式会社は住友商事株式会社の子会社であって、当社の
特定関係事業者であり、SCメディアコム株式会社及びジュピターサテライト放送株式
会社における、同氏の過去５年間における地位及び担当は上記のとおりであります。
なお、SCメディアコム株式会社は、平成22年３月に清算が結了しました。 

4. 竹岡 哲朗氏が平成17年７月から平成19年７月まで非常勤の監査役に就任しておりま
したジュピターショップチャンネル株式会社は、同社が販売した消臭用ステンレス商
品について、平成19年２月、公正取引委員会から不当景品類及び不当表示防止法違反
による排除命令を受けております。同氏は、非常勤の監査役として、同社において適
切な対応（全国紙２紙に事態を公示の上、返品・返金を受付。加えて再発防止策を策
定）が取られたことを確認いたしました。 
また同氏は、平成14年12月から平成17年３月まで及び平成19年７月から平成21年６月
に至るまで、同社の非常勤の取締役に就任しておりますが、同社が販売した抗菌保存
容器について、平成21年５月、公正取引委員会から不当景品類及び不当表示防止法違
反による排除命令を受けております。同氏は、非常勤の取締役として、同社において
適切な対応（全国紙２紙に事態を公示の上、返品・返金を受付。加えて再発防止策を
策定）を取ることを決定し、対応が実施されたことを確認いたしました。 

5. 内藤 達次郎氏は、現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は３年で
あります。 

6. 竹岡 哲朗氏は、現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は１年であ
ります。 

7. 内藤 達次郎氏及び竹岡 哲朗氏は、親会社の職員であり、当社は、親会社から事業
所を賃借しており、また、親会社と当社との間で情報処理サービス並びにソフトウェ
ア開発に関する取引関係があります。 

8. 第１号議案及び本議案が承認された場合、当社は内藤 達次郎氏及び竹岡 哲朗氏と
の間で、責任限度額を会社法第425条第１項に定める 低責任限度額とする責任限定
契約を締結する予定であります。 
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第３号議案 監査役３名選任の件 

監査役の中村 仁氏は、本総会終結の時をもって任期満了となり、監査役の近藤 材

氏は本総会終結の時をもって辞任により退任されます。つきましては、監査体制の一

層の強化のため１名増員し、監査役３名の選任をお願いするものであります。なお、

いずれの候補者も補欠としての選任ではございません。 

監査役候補者は次のとおりであります。 

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 
 

候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略 歴 、 地 位 及 び 
重 要 な 兼 職 状 況 

所有する 
当社株式数 

    

１ 
小 島  收 
(昭和23年４月25日生) 

昭和46年４月 住友商事株式会社入社 
平成11年６月 当社監査役兼任 
平成15年５月 住友商事株式会社フィナンシ

ャル・リソーシズグループ長
補佐 

平成16年６月 当社理事 
       財務経理グループ長 
平成17年４月 執行役員 
平成18年６月 取締役（現職） 
平成19年７月 財務経理・リスク管理グルー

プ長 
平成20年４月 常務執行役員（現職） 
平成20年10月 財務経理・審査グループ長 
平成22年４月 社長付（現職） 

2,300株 

        

２ 
渋 谷 年 史 
(昭和30年３月18日生) 

昭和54年４月 住友商事株式会社入社 
平成21年４月 同社理事（現職) 
平成21年６月 北米住友商事グループCAO 
平成22年３月 株式会社ジュピターテレコム

社外監査役（現職） 
平成22年４月 住友商事株式会社メディア・

ライフスタイル事業部門メデ
ィア・ライフスタイル総括部
長（現職） 

なし 

        

３ 
栗 山 幸 造 
(昭和17年９月４日生) 

昭和45年３月 日本電気株式会社入社 
平成８年７月 同社理事 
平成14年４月 同社執行役員 
平成15年７月 NECソフト株式会社取締役、執

行役員常務 
平成17年７月 独立行政法人科学技術振興機

構参事 

なし 

     
 (注) 1. 候補者の渋谷 年史氏及び栗山 幸造氏は、法令に定める社外監査役候補者でありま

す。なお、栗山 幸造氏は東京証券取引所が確保を義務付ける一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員の候補者であります。 

2. 候補者の小島 收氏は、会社の財務・会計部門において、39年間勤務した経験を有し
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 
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3. 渋谷 年史氏及び栗山 幸造氏を社外監査役候補者とした理由は、社外経験を活かし
た客観的な見地で監査できる能力を有する方であると考えたためであります。 

4. 住友商事株式会社は、当社の特定関係事業者であります。渋谷 年史氏は、現に住友
商事株式会社の業務執行者であり、過去５年間に、同社の業務執行者となったことが
あります。なお、同氏の住友商事株式会社における、現在及び過去５年間の地位及び
担当は上記のとおりであります。 

5. 渋谷 年史氏は、親会社の職員であり、当社は、親会社から事業所を賃借しており、
また、親会社と当社との間で情報処理サービス並びにソフトウェア開発に関する取引
関係があります。 

6. 第１号議案及び本議案が承認された場合、当社は渋谷 年史氏及び栗山 幸造氏との
間で、責任限度額を会社法第425条第１項に定める 低責任限度額とする責任限定契
約を締結する予定であります。 
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第４号議案 当社取締役及び執行役員に対しストックオプションとして新株予約権を発

行する件 

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により当

社取締役及び執行役員に対し、ストックオプションとして新株予約権を発行すること

につき、ご承認をお願いするものであります。この新株予約権は、当社の取締役に対

する報酬として、平成19年６月27日開催の定時株主総会におきましてご承認いただき

ました社外取締役を含まない取締役の報酬額（１事業年度470百万円）の枠内に非金

銭報酬として含まれるものであります。なお、現在の取締役は11名であり、第２号議

案のご承認が得られましても同数の11名となります。ただし、社外取締役２名に対し

ては、本議案に基づくストックオプションを付与することは予定しておりません。 

 

1. 提案の理由 

特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由 

当社の取締役及び執行役員の意欲や士気を高め、更なる収益拡大と体質強化を図

ることを目的として、新株予約権を発行するものであります。 

 

2. 新株予約権発行の要領 

(1) 新株予約権の払込金額 

金銭の払込を要しないものとする。 

 

(2) 新株予約権の割当日 

当社取締役会に委任するものとする。 

 

(3) 新株予約権の内容 

1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式 100,000株を上限とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、

当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、

調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 
 
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 
また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「合併

等」という｡）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調
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整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、

合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

2) 新株予約権の総数 

1,000個を上限とする。なお、この内、当社取締役に付与する新株予約権は

600個を上限とする｡（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株

とする。ただし、上記1）に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の

調整を行うものとする｡） 

3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予

約権の行使に際して払込をすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」とい

う｡）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、行使価額は、

新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という｡）の属する月の前月の

各日（取引が成立しない日を除く｡）の東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切

り上げる。ただし、その金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、そ

れに先立つ直近の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、上記の

行使価額は、株式分割又は株式併合の比率に応じ、次の算式により調整され

るものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
 

１ 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率
 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自

己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元

未満株式売渡請求｡）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換され

る証券もしくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の転換又は行使の場合を

除く｡)、上記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 
 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 既 発 行
株 式 数

＋
時価 

 

調 整 後 

行使価額 

 

＝ 

 

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数＋新規発行株式数 
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上記算式において､「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当

社が保有する普通株式に係る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式

の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記

の行使価額の調整を必要とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の

条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。 

4) 新株予約権を行使することができる期間 

平成24年７月１日から平成27年６月30日までとする。 

5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資

本金の額を減じた金額とする。 

6) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、

監査役もしくは執行役員の地位にあることを要す。ただし、新株予約権者

が当社又は当社の関係会社の取締役、監査役もしくは執行役員を、任期満

了による退任又は当社取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この

限りではない。この場合、新株予約権者は、当該事由が発生した日もしく

は平成24年７月１日のいずれか遅い日より１年間（ただし、権利行使期間

内とする）に限り権利を行使することができる。 

② 新株予約権の相続はこれを認めない。 

③ その他権利行使の条件は、平成22年６月25日開催の平成22年３月期定時株

主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

7) 新株予約権の取得の条件 

① 当社は、新株予約権者が上記6）による新株予約権の行使の条件に該当し

なくなった場合は、当該新株予約権を無償で取得することができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承
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認された場合、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

もしくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合は、当

社は新株予約権を無償で取得することができる。 

8) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要するものとする。 

9) 当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い 

組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下に定める株式会社の新株

予約権を交付する旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下

に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

① 合併（当社が消滅する場合に限る｡） 

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一

部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

株式移転により設立する株式会社 

10) 新株予約権の行使により発生する端数の切り捨て 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、こ

れを切り捨てるものとする。 

11) 新株予約権のその他の内容 

新株予約権に関するその他の内容については、今後開催される募集新株予約

権発行の取締役会で、その他の募集事項と併せて定めるものとする。 
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第５号議案 当社取締役及び執行役員に対し株式報酬型ストックオプションとして新株

予約権を発行する件 

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により当

社取締役及び執行役員に対し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発

行することにつき、ご承認をお願いするものであります。この新株予約権は、当社の

取締役に対する報酬として、平成19年６月27日開催の定時株主総会におきましてご承

認いただきました社外取締役を含まない取締役の報酬額（１事業年度470百万円）の

枠内に非金銭報酬として含まれるものであります。なお、現在の取締役は11名であり、

第２号議案のご承認が得られましても同数の11名となります。ただし、社外取締役２

名に対しては、本議案に基づくストックオプションを付与することは予定しておりま

せん。 

 

1. 提案の理由 

特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由 

当社の取締役及び執行役員に対し、その報酬と当社の業績及び株式価値の連動性

を明確にし、株主の皆様との価値共有を高めるため、株式報酬型ストックオプシ

ョンとして、新株予約権を発行するものであります。 

 

2. 新株予約権発行の要領 

(1) 新株予約権の払込金額 

金銭の払込を要しないものとする。 

 

(2) 新株予約権の割当日 

当社取締役会に委任するものとする。 

 

(3) 新株予約権の内容 

1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式 50,000株を上限とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、

当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、

調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 
 
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 
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また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「合併

等」という｡）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調

整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、

合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

2) 新株予約権の総数 

500個を上限とする。なお、この内、当社取締役に付与する新株予約権は270

個を上限とする｡（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株とす

る。ただし、上記1）に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整

を行うものとする｡） 

3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予

約権の行使に際して払込をすべき１株当たりの金額（以下､「行使価額」と

いう｡）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、行使価額

は、１円とする。 

4) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を割り当てる日(以下､「割当日」という｡) から20年間とする。 

5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資

本金の額を減じた金額とする。 

6) 新株予約権の行使の条件 

① 上記4）の期間内において、新株予約権者は、権利行使時において、当社

の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日(以下､「権利

行使開始日」という｡) から10年間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。 

② 上記①にかかわらず平成40年７月31日に至るまで新株予約権者が権利行使

開始日を迎えなかった場合には、平成40年８月１日以降新株予約権を行使

できるものとする。 

③ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権

の相続を認めるものとする。 
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④ その他権利行使の条件は、平成22年６月25日開催の平成22年３月期定時株

主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

7) 新株予約権の取得の条件 

① 当社は、新株予約権者が上記6）による新株予約権の行使の条件に該当し

なくなった場合は、当該新株予約権を無償で取得することができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承

認された場合、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

もしくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合は、当

社は新株予約権を無償で取得することができる。 

8) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要するものとする。 

9) 当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い 

組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下に定める株式会社の新株

予約権を交付する旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下

に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

① 合併（当社が消滅する場合に限る｡） 

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一

部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

株式移転により設立する株式会社 

10) 新株予約権の行使により発生する端数の切り捨て 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、こ

れを切り捨てるものとする。 

11) 新株予約権のその他の内容 

新株予約権に関するその他の内容については、今後開催される募集新株予約

権発行の取締役会で、その他の募集事項と併せて定めるものとする。 

以 上 
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株主総会会場ご案内略図 
 

晴海アイランド トリトンスクエア オフィスタワーＺ８階 当社会議室 
（所在地：東京都中央区晴海一丁目８番12号）  

 

＜交通のご案内＞ 
●都営大江戸線「勝どき」駅下車 徒歩約８分 晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟 
 
●株主総会会場へは、エスカレータにて２階グランドロビー入館後、左手のＺ棟へお進

みいただき、奥の低層階用エレベータより、８階までお越しください。 
 
お願い：会場周辺の道路及び駐車場は混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠

慮下さい。 
 

東京都中央区晴海一丁目８番12号（〒104-6241） 

住商情報システム株式会社 
電話（03）5166-2500（代表） 

 
「COOL

ク ー ル

 BIZ
ビ ズ

」スタイルでの株主総会開催について 
当社は、地球温暖化防止に向けた省エネルギーへの取り組みとして、平成 22 年３月期定時株主総会を、 

当社の役員及び係員がノーネクタイの「COOL
クール

 BIZ
ビ ズ

」スタイルにて開催させていただく予定です。 

なにとぞ、趣旨をご理解いただき、ご了承くださいますようお願い申し上げます。 




